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公益社団法人東京都不動産鑑定士協会 

 

 

 



公益目的事業 

 

「国土の利用、整備又は保全を目的とする事業」として、都民生活の向上および都土の健全

かつ均衡ある発展に貢献し、土地基本法の理念に則った公的土地評価をはじめとする土地

等の適正な価格形成に資するため、当士協会の設置した委員会毎に以下の公益事業を行う。 

 

相 談 事 業 委 員 会 （委員長・佐藤麗司朗）【予算：１４，５８０千円】 

１．無料相談会の実施 

都民をはじめとした一般市民を対象に、不動産価格、不動産に係る権利(借地権・借家権等)

の価格、不動産の賃料(地代・家賃) 、空き家不動産の価値判断や有効活用をはじめ不動産に

関する諸問題に関し、助言・回答を行い、相談者の問題解決に寄与することを目的とし、以下

の相談会を開設する。開催日時、相談会の内容は当士協会のホームページ・会報・チラシで周

知する。 

 ①定例無料相談会の開設                 

   開催場所：当士協会事務所内 

開 催 日：毎月第１、３水曜日 午後 1時～午後 3時 30分 

相 談 員：不動産鑑定士 各日３名 延べ約７０名 

【予算：５４０千円】 

②春の街頭無料相談会の開設             

開催場所：都内の公共施設等の７会場 

開催時期：４月上旬～下旬 

相 談 員：不動産鑑定士 約９０名 

【予算：４，５８０千円】 

③秋の街頭無料相談会の開設           

開催場所：都内の公共施設等の７会場 

開催時期：１０月上旬～下旬 

相 談 員：不動産鑑定士 約６０名 

【予算：３，２６０千円】 

④東京商工会議所内相談コーナーでの無料相談      

開催場所：東京商工会議所内に開設している相談コーナー 

対 象 者：都内商工業経営者 

開 催 日：毎月第２、４木曜日 午後 1時～午後 4時 

相 談 員：不動産鑑定士 各日１名／月２回 年２４回 

 【予算：１２０千円】 

⑤市区町村庁舎内定例相談コーナーでの無料相談     

開催場所：豊島区、稲城市、八王子市の市区町村庁舎内 

対 象 者：当該市区町村の住民の方々  

   開 催 日：八王子市 毎月第４火曜日午後（事前予約制） 



         稲城市  毎月第４水曜日午後（事前予約制） 

        豊島区  毎月１～２回午後 

相 談 員：不動産鑑定士 各日１名／月１～２回 年１２回  

 【予算：２７０千円】 

 ⑥１０士業「暮らしと事業のよろず相談会」の開設 

   １０士業各会（公益社団法人東京都不動産鑑定士協会、（東京・第一・第二）弁

護士会、東京税理士会、東京司法書士会、日本公認会計士協会東京会、東京都行

政書士会、日本弁理士会関東支部、東京都社会保険労務士会、東京土地家屋調査

士会、一般社団法人東京都中小企業診断士協会）が合同で、都民の方々を対象に

無料相談を実施。併せて、各会の制度及び事業の普及・啓発を行う。 

開催時期：１０月～１１月 

開催場所：新宿駅西口イベントコーナー 

相 談 員：不動産鑑定士 約１０名 

 【予算：９００千円】 

２. 専門士業団体合同無料相談会への相談員派遣 

専門士業団体の資格者を相談員として、港区、北区、豊島区、板橋区、渋谷区、

足立区、台東区、武蔵野市、府中市、町田市等において開催される無料相談会に相

談員を派遣する。 

相 談 員：不動産鑑定士 約９０名 

【予算：１，９７０千円】 

３．大規模災害に対応するための支援活動の充実 

災害復興まちづくり支援機構に団体会員として、災害復興まちづくり支援機構の

事務局、運営委員会、実行委員会、研究会に委員を派遣する等活動に参加する。  

【予算：３００千円】 

４.スキルアップ研修会 

無料相談会等の参加者を対象に、相談に必要なスキルアップ研修会を実施する。 

【予算：１３０千円】 

５．災害時における支援等に関する事業 

 ※本事業は、東京都の変更認定後に実施できるものとする。 

①不動産鑑定評価の専門家である不動産鑑定士が、災害が起こった際に、不動産 

鑑定士としての知識・経験を社会に対して還元する公益的活動として、被災自治

体に協力して住家被害認定調査等を実施することにより被災地支援等の社会活

動を行うことを目的とする事業。 

・被災自治体の行う住家被害認定調査の応援。 

・罹災証明書の交付に関する市区町村民からの相談に係る行政の補助業務。 

・被災自治体が他の地方自治体からの職員の派遣を受けて住家被害認定調査を 

実施することとなった場合、派遣されてきた職員に対して実施する研修の補助 

その他各種アドバイス等（被災者台帳構築のためのアドバイス、住家被害認定 

調査に関する全般的なマネジメントの補助）。 



なお、支援活動を行うために住家及び非住家認定調査等に関する実証的研究

として、罹災証明書発行に必要な住家及び非住家の認定調査等に関し、被災地

支援活動から得られた経験や資料を基に、関係省庁及び関係団体、学術研究者

等よりヒアリングを実施し、研究を行う。首都直下型地震等の大規模災害に備

え、知識を蓄積することを目的とし、研究成果は、不動産鑑定士及び一般に提

供する。 

②住家被害認定調査等に関連する研修会 

東京都との協定による平常時の訓練及び被災時に区市町村に派遣するため 

の調査員を育成するため、会員への研修を実施する。 

※本事業は、東京都の変更認定後、収益事業から公益事業に変更し、「災害時にお

ける支援等に関する事業」として実施。 

     

③災害に備えた訓練、相談会、勉強会等の開催 

 東京都並びに東京都内の市区町村の要請に応じ災害時の訓練、準備会に参加し 

専門家としての相談、勉強会を行う。     

※本事業は、東京都の変更認定後、「災害時における支援等に関する事業」として

実施。 

    【予算：２，５１０千円】 

６．大学等教育機関等の相談会 

大学等の教育機関において、学生等を対象に不動産鑑定士の資格制度や仕事の 

 内容について相談会を実施する。 

※本事業は、東京都の変更認定後、所掌を研究研修委員会とし、「大学等教育機関

等への寄付講座・セミナー等（講座、セミナー、育成）」の事業として実施。 

 

広 報 委 員 会 （委員長・齊木正人）【予算：５，２８０千円】 

１．講演会の開催 

都民及び一般市民に対して地価及び都市、不動産問題に関する深い知識、教養を提供するこ

とを目的とし、「都市と不動産を考える」をテーマに、東京都基準地価格の公表に合わせ東京都

と共催し開催。当士協会のホームページ及びチラシで公募する。 

講師は当士協会の地価調査委員会委員長及び外部講師(大学教授、学識経験者、文化人)。地

価調査委員会委員長が東京都地価調査価格に基づき東京都の地価の現状を分析、結果を講演し

外部講師が都市、不動産等に関する学術的な講演を行う。 

開催時期：１０月中旬 

開催場所：未定 

テーマ・講師： 

「平成３１年東京都地価調査のあらましについて」 

地価調査委員長（東京都地価調査区部代表幹事） 

「都市、不動産等に関する学術的なテーマ（未定）」 

大学教授、学識経験者、文化人等（未定）      【予算：２，６６０千円】 



２．会報の発行 

  定期的に作成する会報誌「かんてい・ＴＯＫＹＯ」に都民及び一般市民を対象とした不動産

関連の論文及び不動産関連の情報を掲載し、不動産に関する知識の啓蒙活動を目的として、東

京都関係部署、東京都各市区町村、国土交通省関係部署、東京弁護士会等友好団体、図書館へ

無料配布する。 

発行月 １月・７月  発行部数 ６００部・１，０００部 

【予算：１，０２０千円】 

３．広報活動 

①ホームページによる広報活動 

   ホームページの充実・改善を図り、鑑定評価制度・当士協会の公益活動情報・

不動産関連資料を当士協会ホームページで提供する。 

【予算：１，１００千円】 

②広告媒体による広報活動 

   広報媒体により、都民に対し不動産鑑定評価制度の普及・啓発を行う。 

【予算：５００千円】 

 

研 究 研 修 委 員 会 （委員長・金井浩之）【予算：６，６６０千円】 

１.不動産鑑定評価等に関する実証的研究 

不動産鑑定評価、不動産経済価値の分析、不動産市場の分析等、不動産全般にかかわる問題 

を対象として研究テーマを定めて、内外の資源を活用して技術開発、研究開発を行う。不動産鑑

定評価に関する技術の開発・実証的研究及び不動産に係る学術的研究の深化・発展に資すること

を目的とし、以下の研究を実施。研究成果は、学会での発表や論文として官公庁、関係団体等

へ配布する。 

①「地代の実証的分析」 

不動産鑑定士が、地代に関する実証的な調査・研究を行う。 

 ②「不動産市況調査（ＤＩ調査）」 

   年２回、不動産の市況調査を実施し、東京地域のマーケット環境の調査を行う。 

 ③「不動産情報の整備・活用に関する研究公募事業」に基づく共同研究 

国土交通省の公募事業に採用された結果に基づき、大学研究者との共同研究を実施し、

不動産市場及び地価情報について学問的研究の深化を図る。 

 ④国土交通省が開発・整備を進めている不動産価格指数に関する調査・研究に積

極的に参加・協力する。 

 ⑤建物の築年数と賃料の相関分析を行って建物の経済的耐用年数を求める研究の

ためアットホーム（株）より賃貸事例データを購入し分析を行う。 

 【予算：５，５６０千円】 

２.大学等教育機関等への寄付講座・セミナー等（講座、セミナー、育成） 

※本事業は、東京都の変更認定後に実施できるものとする。 

都内の大学等の教育機関に対し、不動産に関する講座等を提供し、学生に広く不

動産鑑定士の業務及び社会的役割に対する理解と信頼を高めるとともに、不動産に



関する深い知識、教養を提供することにより、卒業後の社会活動に当該知識等が寄

与することを目的とする。 

                         【予算：１，１００千円】 

 

地 価 調 査 委 員 会 （委員長・浜田哲司）【予算：９６，３４５千円】 

１.地価動向資料の提供 

地価公示等における資料収集及び地価動向の把握の一助とすべく、アットホーム 

㈱、東京証券取引所上場企業の固定資産譲渡情報（ＴＤｎｅｔ）、月刊「落札ニュー

ス」を地価公示分科会に提供するとともに閲覧室に配架する。 

【予算：１，０９０千円】 

２.新スキームにおける資料の収集・整理 

  国土交通省が実施する不動産取引価格情報提供制度に基づき、地価公示鑑定評価

員が不動産取引価格についての調査を行う業務に関して支援を行いました。不動産

取引価格情報提供制度は「規制改革・民間開放推進３か年計画の閣議決定」の「現

行（地価公示）制度の枠組みを活用した取引価格等の調査、これに基づく不動産取

引価格情報の開示」に基づく制度です。国民の誰もが安心して不動産取引を行える

ように、多くの取引価格情報を集計し、国土交通省のウエッブサイト「土地総合情

報システム」で検索、提供していく国の制度です。 

【予算：９０千円】 

３.監視区域地価調査を実施するための業務の受託・支援 

  国土利用計画法第27条の６に定める「監視区域」（小笠原村）の地価調査を実施

のための業務を東京都都市整備局より受託。監視区域制度の円滑で的確な運用を

行うことを支援。東京都の基準地の評価員である不動産鑑定士の協力を得て実施

する。 

【予算：４８５千円】 

４.平成３１年東京都地価調査基準地の不動産鑑定評価を実施するための業務の受託 

国土利用計画法施行令第９条第１項に定める基準地の不動産鑑定評価を実施す

るための業務を東京都から受託し、鑑定評価業務の適正で円滑な運営を行う。適正な土地

価格の指標を国民に提供する当調査は、基準地価格間の適正な均衡が不可欠であ

る。適正な価格均衡の検討は市区町村等をまとめた分科会組織で行われるが、当

士協会の地価調査委員会は、分科会組織に対し、不動産情報の提供を行うと共に

評価上の問題点等の対応を行う。また、南関東の価格バランス及び地価動向を検

討する会議である地方代表幹事会を公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会等

と協力して開催し、業務支援を行う。 

【予算：９４，６８０千円】 

 

 

 

 



公的土地評価委員会 （委員長・大和田公一）【予算：１，２０５，３３０千円】 

１.要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業不動産鑑定評価を実施するための

業務の受託・支援 

厚生労働省が管轄する生活保護制度の補完制度である「要保護世帯向け不動産担保型生活資金

貸付制度」に係る不動産鑑定評価を実施するための業務であり、社会福祉法人東京都社会福祉

協議会より受託。当士協会は、不動産鑑定評価書の書式の整備及び不動産鑑定評価書の内容の

点検について社会福祉法人東京都社会福祉協議会に業務支援を行う。 

【予算：１５，４９０千円】 

２.平成３３年度固定資産標準宅地の不動産鑑定評価業務（本鑑定・時点修正）を実

施するための業務の受託 

「固定資産評価基準」(総務省告示)第１２節の一に定める標準宅地の鑑定評価及び

時点修正を実施するための業務であり、東京都主税局、東京都の各市町村から当該業

務を受託している。固定資産税及び都市計画税の課税額の基本となる固定資産の標準

宅地の鑑定評価は課税の公平性・公正性が確保される必要があり、地価公示価格を頂

点とした公的土地評価間の相互の均衡と適正化が図られる必要がある。当士協会は、

市区町村等をまとめた分科会(地域ブロック会)を基礎として、適正な価格均衡の検討

を行う等、分科会組織への資料の提供を含めた業務支援を行う。 

【予算：１，１８９，８４０千円】 

 

情報安全活用委員会 （委員長・古家一郎）【予算：２３，３３０千円】 

１.閲覧室の運営 

不動産の鑑定評価及び不動産に係る一般資料(書籍・研究成果物・論文・出版物・都市計画図

等)を調査、収集して閲覧室に整備、保管し、都民及び一般市民の閲覧に供する。 

また、不動産取引価格情報提供制度による事例資料の閲覧業務等を公益社団法人

日本不動産鑑定士協会連合会より受託し、資料閲覧認定講習会を受講した不動産鑑

定士を対象に東京都内の事例情報を提供する。 

【予算：１７，０９０千円】 

２.インターネットによる事例情報等の提供並びに独自事例資料等の収集、整備 

不動産鑑定評価に必要とされる事例資料等を調査、収集して整備、保管し、公益社団法人日本

不動産鑑定士協会連合会が定める資料閲覧認定講習会を受講した不動産鑑定士を対

象にインターネット等により情報を提供する。 

独自資料の拡充として、①公開された不動産の取引情報等に基づく事例資料、②上

場会社等の固定資産譲渡取得・Ｊリート情報の資料、③借地権の係る競売情報の資料

を収集、④国有財産の売却情報の資料を整理し提供する。 

また、地図システム「ちばんＭＡＰ」の運用を開始する。 

    【予算：６，２４０千円】 

 

 

 



鑑定評価類似行為防止委員会（委員長・吉村真行）【予算：５０千円】 

  不動産鑑定士及び不動産鑑定士補並びに不動産鑑定業者でない者による不動産の

鑑定評価の類似行為もしくはこれを誘発するおそれのある行為 (不動産鑑定評価類

似行為)  の防止を目的として以下の活動を行う。 

１．広報活動を通じて、不動産鑑定評価類似行為防止に関する他団体及び一般国民に

対する啓蒙活動を行う。 

２．不動産鑑定評価類似行為に関する情報収集を行い類似行為に関する具体的な対応

を行う。 

３．必要に応じて連合会鑑定評価類似行為防止特別委員会と協力して対応を行う。 

 

【予算：５０千円】 

  



収益事業等事業（相互扶助等事業） 

（会員を対象とした事業） 

 

相 談 事 業 委 員 会 （委員長・佐藤麗司朗） 

住家被害認定調査等に関連する研修会 

  東京都との協定による平常時の訓練及び被災時に区市町村に派遣するための調

査員を育成するため、会員への研修を実施する。 

※本事業は、東京都の変更認定後、収益事業から公益事業に変更し、「災害時におけ 

る支援等に関する事業」として実施。 

 

業 務 推 進 委 員 会 （委員長・小室淳）【予算：１，１２０千円】 

１.既存住宅市場活性化への貢献 

良質住宅ストック形成推進協議会への参加を通じて、不動産鑑定士の既存住宅市

場活性化への貢献を図る。また、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会が推進

する住宅ファイル制度の実現に向けて、検証作業や他団体との連携を実施する。 

【予算：１００千円】 

２.隣接・周辺業界との連携 

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会並びに公益社団法人全日本不動産協会東

京都本部と、共同事業・研究等に関する協定書の締結を基に具体的な事業を検討、実

施する。第一東京弁護士会との勉強会、交流会を継続実施する。また、他の委員会と

協力のもと東京都行政書士会、日本弁理士会関東支部、東京司法書士会等との連携

を図る。 

【予算：１００千円】 

３.業務拡充に関する調査 

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会が示す「不動産鑑定業将来ビジョン研究

会報告書」を基に３Ａ(Ａppraisal、Ａnalysis、Ａdvisory)、特にＡnalysis、Ａdvisory

分野において現状ニーズとのマッチング、業務実態等を調査する。 

【予算：１０千円】 

４.業務適正化の検討 

不動産鑑定士及び不動産鑑定業者の業務の適正なあり方について検討するととも

に業務実態を調査し、業務適正化に向けた手段と方法を検討する。 

【予算：１０千円】 

５.新規開業者のための研修会 

新規開業者と実務修習生のための研修会を開催する。 

  【予算：９００千円】 

 

 



広 報 委 員 会 （委員長・齊木正人）【予算：２，３５０千円】 

１．会報の発行 

  不動産鑑定に関連する内容、当士協会の業務状況を案内する会報誌を年２回発行

し、会員に配布。 

発行月 １月・７月 発行部数各２，０００部 

【予算：２，３５０千円】 

 

研 究 研 修 委 員 会 （委員長・金井浩之）【予算：４，４１０千円】 

１．実務相談 

会員を対象に鑑定評価の実務上の相談に応じる。 

【予算：３０千円】 

２．研修会の開催 

会員の要望を反映させるべく時宜を得たテーマを選定し、研修会を実施。 

【予算：４，３４０千円】 

３．見学会の開催 

会員の要望を反映させるべく時宜を得た場所を選定し、見学会を実施。 

【予算：４０千円】 

 

地 価 調 査 委 員 会 （委員長・浜田哲司）【予算：４，８１０千円】 

１．想定建物図面作成の支援 

地価公示業務に関わる想定建物図面作成の支援を行う。 

【予算：４，８１０千円】 

 

公的土地評価委員会 （委員長・大和田公一）【予算：１８，９７５千円】 

１．売却予定都有地の鑑定評価業務を実施するための業務の受託 

  東京都財務局より、当該業務を受託し、発注、納品等の事務手続きを行う。 

【予算：３，０７０千円】 

２．警視庁建物賃料等の鑑定評価業務を実施するための業務の受託 

警視庁より、当該業務を受託し、発注、納品等の事務手続きを行う。 

【予算：３，３４５千円】 

３．東京都港湾局所管案件の鑑定評価業務を実施するための業務の受託 

  東京都港湾局より、当該業務を受託し、発注、納品等の事務手続きを行う。 

【予算：１２，５６０千円】 

 

情報安全活用委員会 （委員長・古家一郎）【予算：１００千円】  

１．刊行物等の発行 

・「２０１９年東京都基準地価格」を作成、実費頒布する。 

  ・分科会の協力により不動産鑑定評価業務に有用な資料を作成、会員へデータ



で提供。閲覧室に配架する。 

【予算：１００千円】 

 

総 務 財 務 委 員 会 （委員長・岩指良和）【予算：１，９５０千円】 

 

会員に対して次のサービスを提供する。 

 

１.慶弔制度、表彰制度 

 「会員慶弔規程」「会員表彰規程」に基づき、会員の福利厚生を図る。 

【予算：６２０千円】 

２.親睦行事の開催 囲碁大会、ジョギング大会等を企画し、会員相互の親睦を図る。 

【予算：３４０千円】 

３.会議室の貸し出し 地価公示分科会等に対し、会議室の貸し出しを行う。 

【予算：９９０千円】 












